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「青森か ら発信す る保健 ・医療 ・福祉実践のためのエビデ ンス

　　　　　　－エ ビデ ンスの構築にむけて －」によせて

学部長　鈴木　孝夫

において栄養 ・食生活に関わるエ ビデンスづ くりのモデ

ル構築 の可能性について述べ られました。

　岩月宏泰氏(青 森県立保健大学教授、理学療法学科)

　岩月氏には 「エ ビデンスに基づ く理学療法(EBPT)

の概念 と今後の課題」 と題 してご報告頂 きました。

　岩月氏は、理学療法領域におけるエ ビデ ンスに対する

考え方として、① 日本理学療法士協会主導によるEBM

に基づ く治療(evidence-based　 physical　therapy:EBPT)

の紹介、②エビデンスの情報源となるデータベースの作

製、③臨床研究の推進などの啓発活動、などについて紹

介されました。その一方で、①理学療法士養成機関(大

学お よび専 門学校)でEBPTを カリキュラムに取 り入れ

て教授 しているところは極めて少ないこと、②そのため

臨床現場の理学療法士は、EBMは ランダム化比較試験

(RCT)偏 重で患者の個別性を重視 しないという誤解、③

理学療法 に関する質の高いエビデ ンスは限 られているた

めその適用 は困難 と認識 されている、点を述べ られまし

た。

　今後の課題 として、本邦の理学療法が関与する主要疾

患である 「糖尿病」と理学療法で使用 される頻度の高い

手技の一つである 「関節可動域制限に対するス トレッチ

ング」についての具体例を紹介 され、エビデ ンスの内的

妥当性、統計的妥当性、実践的妥当性の根拠を示 しなが

ら、「つ くる」、「つたえる」、「つか う」 という流れの重

要性を指摘 されました。

　少子化 ・超高齢化が急速に進展すると同時に、疾病構

造の変化、医学 ・医療の高度化、保健医療福祉 に対する

社会の需要の増大 と意識の変化、さらに財政的な問題 を

背景に、保健医療福祉の分野には大 きな改革が迫られて

います。人々が主体的に保健医療福祉サービスを活用 し

つつ、生涯にわた り、生活機能を維持 ・増進 し、QOL

を高めてい くための環境整備は極めて重要なことであ り

ます。こうした背景の中で、保健医療福祉の分野におい

て、"Evidence-based　 Medicine"(EBM)と いう考 え方が

広 まり、様 々なレベルでの意志決定や判断に"エ ビデン

ス"が 活用されるとともに、そのさらなる構築が実践 ・

研究それぞれの場において喫緊の課題 となっています。

　そこで、今回のシンポジウムにおいては 「エビデンス」

をテーマに、看護学、理学療法学、社会福祉学、栄養学

それぞれの分野から教育者又は現場実践者である4名 の

シンポジス トをお招 きし、それぞれの分野における、①

研究成果 を用いた実践活動の成果、②エビデンス構築に

向けた研究の取 り組み、③ 「エビデンスに基づいた実践

活動」に関する現状 と課題、等についてご報告頂 き、学

内外の方々が、それぞれの分野、そして他分野の現状を

理解 し合 う場 として意見交換を行いました。

　三上紀子氏(青 森県立中央病院、7階 西病棟看護班長)

　三上氏には 「家族看護の専門家介入による継続教育 と

しての家族看護の取 り組み」と題 してご報告頂 きました。

　三上氏は、看護現場での家族看護の現状 として、①多

種多様な家族形態 とマ ッチした家族支援へのニーズの高

まり、②家族看護の実践能力の向上の必要性、について

述べ られました。そ して県立中央病院における実践例 と

して2003年 か らの家族看護研修について紹介 され、課

題 として、①実践場面における活用の困難さ、②理論 と

実践の乖離状況、について報告されました。その打開策

として、2008年 度は青森県立保健大学 とのユニフィケー

　吉池信夫氏(青 森県立保健大学教授、栄養学科長)

　吉池氏 には 「栄養実践、管理栄養士教育におけるエビ

デンスの構築～青森から何を発信することができるか?

～」 と題 してご報告頂 きました。

　吉池氏は、国立健康 ・栄養研究所に7年 間勤務 し、実

践の場で働 く管理栄養士の方々との仕事の経験から、栄

養 に関する専 門家である管理栄養士の卒前及び卒後教育

(大学及び大学院)、 実践の現場(職 能団体 としての栄養

士会等)、制度設計及びその施行者(行 政:国 及び自治体)

の3者 が真摯に協力 し、これからの人材の育成 とエビデ

ンスづ くりのための研究基盤、そのエビデ ンスを生かす

ための智恵の蓄積を図るためのシステムづ くりが不可欠

である、 との提言を頂きました。さらに、昨年4月 に北

東北で初めて管理栄養士養成の課程が本学に設置 され、

大学院教育の土台があ り、また全国的に見ても活発な活

動を行っている職能や行政の方々との協力の下に、青森
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ションとして、内科 と外科の2病 棟 を対象 に家族看護教

育を実践 し、家族看護の専門家が介入 した継続教育によ

り家族看護の質お よび看護師の仕事意欲の向上が期待で

きる、 という実践例を報告 されました。

　今後の課題 として、多 くの看護現場において家族看護

の専門家が介入 した教育を取 り入れ、①看護者が患者お

よび家族 を看護の対象 として認識 し、②家族へのケアの

あ り方を学び、③家族看護実践能力の向上の重要性、さ

らに、④カンファレンスを活用 しての事例検討の積み重

ね、⑤看護師養成校における家族看護学科 目の必要性、

を提言 されました。

　大西一男氏(社 会福祉法人生活 ・文化研究所、理事長)

　大西氏には 「2008年 度　保健 ・医療 ・福祉 の向上に

関す る実践研究 －退職後の私の生活を通 して思 うこと

－」 と題 してご報告頂 きました。

　大西氏 は、五戸町にある社会福祉法人生活 ・文化研究

所、小規模通所授産施設 「移山寮(い さん りょう)」 に

ついて、知的 ・心身に障害のある方々が 「安心 して 『日

中活動』がで き」、生活の質及び社会経済活動に参加す

る力の向上等 に資すための場 として開所 され、活動は開

墾、作物栽培、植林等 々か ら始 まり、食品加工、生産物

の販売等に発展分化 しつつあり、活動を通 して人生設計

の組み立て、進路 ・就職の選択に結びついた、とい う実

践例 を紹介 されました。障害者自立支援法施行 に伴い、

移山寮において も就労移行支援事業所 として就労支援を

展開 したが必ず しも当初の支援計画を達成することはで

きず、支援法と現場 との乖離、制度そのもののあ り方に

ついて疑問を呈されました。

　今後の課題 として、実践 を通 して新 しい暮 らし方、働

き方を創造する楽 しみを求めて生 きるためには、①新 し

い共生社会 を素朴な具体的な活動 を積み重ねて構築 して

い く楽 しみ、②心の進化 ・深化を求めてい く楽 しみ、③

人間の可能性に挑戦する楽 しみ、が重要であ り、就労移

行支援事業所、行政・自治体、研究機関等々が、各々 「点」

としての存在から 「線」として結ばれ、地域 自立支援協

議会の活性化 を通 して、共に人間らしく生 き人間の特質

を踏まえた 「面」 としての支援ネットワークを構築 しな

ければならない、 との提言を頂 きました。

亡率などに極めて深刻な社会問題を抱 えてお ります。県

民一人ひとりが健やかな生命 と心を育み、豊かな暮らし

を送ることがで きる活力ある長寿県の実現 をめざして、

早世の減少 と健康寿命 の延伸 を図 らなければな りませ

ん。4名 のシンポジス トの皆様か らのこ提言、シンポジ

ウムにご参加頂いた皆様 との意見交換 を通 して、県内の

各分野に携わる方々に 「エビデンスのあ り方」が示され、

青森県が全国への発信地 となることを願い、期待 したい

と思います。

　最後 とな りますが、ご多忙の中、シンポジス トをお引

き受け頂 きました各氏、 ご参加頂 きました各位、企画 ・

運営 して頂 きました本学教職員に深 く感謝いたします。

　エ ビデンスに基づ く保健医療福祉の実践 ・実際は最近

になり漸 く一歩を踏み出 したところです。一方、これま

での多 くの経験 に基づ き実践が行われ、その中から学問

体系的にエビデンスを得 ようとする試みがなされてお り

ます。

　青森県は、積雪寒冷地 という極めて不利な地理的条件

に位置 し、また、平均寿命、乳児死亡率、 自殺 による死
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